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研究成果の概要（和文）：本研究では震災後の家計の消費行動の変化が地域経済に与える影響を分析するための
データベースならびに経済影響評価の基本モデルを構築した。まず、2016年熊本地震後の家計の消費構造につい
て調査を実施し、被災状況や復旧・復興状況に応じた品目別消費実態のデータベースを構築した。さらに短期シ
ミュレーションや不均衡の概念、価格の持つ役割等を精査した災害の地域経済影響を評価するモデルを構築し
た。

研究成果の概要（英文）：This research developed the database and economic impact assessment model 
for analyzing the effects of changes in household behavior after an earthquake disaster. First, 
consumption structures of household after the 2016 Kumamoto Earthquake were surveyed and the 
database of consumption patterns (purchased items) depending on the damage and recovery status were 
constructed. Then, the economic impact assessment model was developed after investigating on the 
ideas of short-run and disequilibrium, and the role of prices in the model. 

研究分野：防災計画

キーワード： 地震災害　消費構造　空間的一般均衡モデル

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で行った消費構造の解明と災害の経済影響評価モデルの提案は、工学モデルと組み合わせた経済モデルの
災害問題への適用性をどのように評価するかという学術的課題の解決の一助となる。また災害リスクの適切な把
握や災害対策や復旧・復興政策の効果を測定するための手段として意義があると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
これまで、災害の地域経済への影響ならびにその評価手法に関する研究は、災害リスクの適
切な把握と災害対策や復旧・復興政策の効果を測定するための手段として世界中で大きな関心
が寄せられてきた。こうした研究の多くは、地域のストック（資産）被害を対象にしたものや、
GDPの減少などのフローの被害を評価するための経済モデルの開発が中心となっており、モデ
ルの入力となる地域の被害状況については、地域全体のストックの減少率のようなマクロな値
が大括りに想定されてきた。一方、近年において、各事業所の被害・復旧状況を詳細に調査し、
ライフラインの途絶状況や設備被害の影響など、各地点のミクロな情報に基づいた生産側の被
害状況を推計したうえで、地域経済への影響を評価する手法も開発されつつある。しかし、災
害時の外的ショックは生産側だけでなく、需要側にも発生する。特に、個々の経済活動におけ
る需要のなかで家計の占める割合は最も大きく、地域経済に与える影響は大きい。一般的に災
害時の家計の消費構造は、物的な被害、外部から支援、就業状態、借入金、心理的な消費マイ
ンドの低下等の複数の要因によって影響を受けることが知られている。生産側の被害分析と併
せて、このような需要側の影響も考慮した災害の経済影響評価モデルは、国内だけでなく世界
中でも焦眉の研究課題となっている。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、災害後の家計消費品目（生活必需品、耐久消費財、娯楽などのサービス財
等）と被災状況や収入等の関係について調査を実施し、災害時の家計の消費構造の解明を
行うとともに、需要構造の変化を踏まえた災害の経済影響を評価するための応用一般均衡
モデルを構築する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では震災後の家計の消費行動の変化が地域経済に与える影響を分析するために、
以下の研究計画を実施する。まず、災害時における家計の消費構造について調査を実施し、
被災状況や復旧・復興状況に応じた品目別消費実態のデータを取得し、一次分析を実施す
る。次いで、得られたデータを基に、地域経済モデル（本研究では、応用一般均衡モデル）
に一般化した災害時の消費行動を評価するモデルを組み込み、実災害を対象に検証する。
さらに、構築したモデルから、各種復旧・復興に関わる政策論的知見を導出する。 
 
４．研究成果 
(1) 熊本地震によって被災した商店街を対象に、通行量調査や店舗の復旧状況調査を定期
的に実施し、店舗の復旧状況と消費行動の関係を分析するためのデータを蓄積した。観測
期間において、大型の旗艦店舗が被災・復旧しており、地域の旗艦店舗が消費者行動に与
える影響が明らかとなった。得られた成果については、雑誌論文③にまとめるとともに、
査読付き論文として投稿を行った。また、熊本県全域の約 2000 世帯のご家庭に協力をい
ただき、震災直後からの消費行動の変化についてのアンケート調査を実施した。これによ
り、複数の大型店舗が被災することで、消費者がその後の日常品の買い物に困窮している
様子や、自粛に伴って娯楽系の活動に関する消費低迷や被災による耐久消費財の購入タイ
ミングの変化が観測された。以上、震災後の家計の消費構造を解明するための貴重な基本
データベースを構築した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１：2016 年熊本地震後の家計の消費支出が回復した時期（1年 7ヶ月経過時点） 

 
 



(2) 地域の供給構造と需要構造の変化による地域経済全体への影響を評価するために、空
間的一般均衡モデルの改良に取り組んだ。特に、これまで先行的に研究を進めている供給
構造の変化を考慮した空間的一般均衡モデルについて、短期シミュレーションや不均衡の
概念、価格の持つ役割等を精査し、災害時特有の経済活動の状況に適用できるようにモデ
ルを改良した。本モデルを東日本大震災のケースに適用（東日本大震災の実際の生産量の低
下に適合するようにパラメーターの値を調整）したところ、地域間の経済的被害の波及を比
較的精度よく再現しうることが示され、災害後３カ月程度の期間を対象とした経済影響分
析の基本モデルについては大幅に改良されたといえる。２０１６年の熊本地震に関しては
企業を対象とした調査についても別途実施しており、供給側と需要側の双方のデータを用
いた経済影響評価を実施するための基盤データと基本モデルの整備が完了した。 

 
図 2:東日本大震災を対象に震災後三カ月間の被害波及（生産量低下量）の推計結果 
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